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要介護認定における 新予防給付対象者の 選定について ( 案 ) 

0  新予防給付対象者の 選定は、 要介護認定の 枠組みの中で、 現行の要介護 

状態区分の審査に 加え、 高齢者の「状態の 維持・改善可能性」の 観点を踏 

まえた明確な 基準に基づく 審査・判定を 通じて行う。 

介護認定審査会 

「
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コ
 

  
Ⅹ現行の認定調査項目 (.79 項目 ) 
に加え、 青侍者の生活機能を 評 
価する調査項目を 追加 

米 主浩 目 意見 吉 においても・ 高齢 
者の生活機能の 評価を拡充 

釆 「要支援 J の方々すべて 及び「要介 
註 ] 」のうち、 改善可能性の 高い方々 
を対象者として 選定 

趨 " ' 鋤 - 
( 新 ) 要支援者 ゑ 

  
( 新 ) 要介 紅者 "     
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介護給付 
@ Ⅰ @@@@     。 - 。 ・ "" 転 @.., 。 "- 。 。 ・。 ，曲 """ 蛇， 。 。 

0  新予防給付の 対象 は 、 現行の「要支援者」に 加え、 「要介護「」に 該当す 

る者のうち、 心身の状態が 安定していない 者や認知 症 等により新予防給付 

の利用に係る 適切な理解が 困難な者を除いた 者が考えられる。 

( 参考 コ ( 保険給付と要介護状態区分のイメー 力 

新予防給付 介護給付 

 
 

現行区分 : 要支援 要介護「 要介護 2 要介護 3 要介護 4  要介護 5 
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新予防給付の 適切な利用が 見込まれない 状態 像は 、 以下のように 考えられる。 

①疾病や覚傷等により、 心身の状態が 安定していない 状態 

  脳卒中や心疾患、 外傷等の急性期や 慢性疾患の急性増悪 期 で病状が不安定な 状 

態 にあ り、 医療系サービス 等の利用を優先すべきもの 

  末期の悪性腫瘍や 進行性疾患 ( 神経難病等 ) により、 急速に状態の 不可逆的な 

悪化が見込まれるもの 等 

来 「新予防給付対象者の 選定手法に係る 中間取りまとめ ( 介護予防スクリーニンバ 手法 

検討小委員会 河 における例示 

器の機能向上のための これらの状態の 判断は、 、 動 サー ピス等、 個別 ワ 

一 ビスの利用の 適格性に着目して 行うのではなく、 要介護状態が 変動し易 @ 
②認知機能や 思考・感情等の 障害により、 十分な説明を 行ってもなあ 、 新子 

防 給付の利用に 係る適切な理解が 困難であ る状態 

  「痴呆性 ( 認知立 ) 老人の日常生活自立 度 」が概ねⅡ以上の 者であ って 、 一 

定の介護が必要な 程度の認知 症 があ るもの。 

  その他の精神神経疾患の 症状の程度や 病態により、 新予防給付の 利用に係る 

適切な理解が 困難であ ると認められるもの 

米 「新予防給付対象者の 選定手法に係る 中間取りまとめ ( 介護予防スクリーニンバ 手法 

検討小委員会 ) 」における例示 

③その他、 心身の状態は 安定しているが、 新予防給付の 利用が困難な 身体の 

状況にあ る状態 

新予防給付の 対象から除外する 状態は 、 概ね上記のの 及び②に包含さ 

れるため、 現時点では③に 該当する状態像を 示すことは考えていない。 

しかしながら、 要介護認定モデル 事業 ( 第一次 ) において③に 該当する 

状態が明らかになった 場合には、 適宜、 自治体に対し 情報提供する 予定。 
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平成 1 8 年 4 月以降の要介護認定事務について ( 案 ) 

1 . 新予防 拾 付の実施市町村と 未実施市町村の 比較 

 
 

  新予防給付実施市町村   新予防給付朱実施市町村 

Ⅰ 認定調査 票 ・新たな認定調査票を 使用 ・新たな認定調査票を 使用 

( 一部特記事項の 追加記載、 ( 追加項目の調査は 実施 

追加項目の調査 ) しない ) 

l2 主治医意見書 l . 新たな主治医意見書様式を 

使用 

3 審査・判定 ・要支援者の 選定まで実施 

4 認定結果通知音 

5 被保険者計 

・審査判定結果 

( 「非該当」「要支援 1 . 2 」 

「要介護 1 ～ 5 」 ) 

・要介護状態の 軽減または悪 

化の防止のために 必要な療 

養についての 意見 

・認定の有効期間 等 

・要介護状態区分 

(   5 査 判定結果 ) 

・認定審査会の 意見及びサー 

ビスの種類の 指定 

・有効期間 等 

を
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様
 

書
 

見
 

五
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治
 

な
主
 

 
 

， ( 現行の ) 二次判定まで 実施 

・審査判定結果 

( 「非該当」「要支援」 

「要介護 1 ～ 5 」 ) 

・要介護状態の 軽減またほ悪 

化の防止のために 必要な療 

養についての 意見 

・認定の有効期間 等 

・要介護状態区分 

( 審査判定結果 ) 

・認定審査会の 意見及びサー 

ビスの種類の 指定 

・有効期間 等 

Ⅹ 新予防給付の 実施市町村と 未実施市町村間で 転居した場合の 取扱い 

・実施市町村から 朱 実施市町村に 転入した場合 

( 例 ) 「要支援 2 」と記載された 介護保険受給資格証明書に 基づき、 朱実 

施 市町村が「要介護 1 」と被保険者計 に 記載する。 

・ 朱 実施市町村から 実施市町村に 転入した場合 

( 例 ) 「要介護Ⅰ」の 者については、 実施市町村において 再度要介護認定 

の手続きを行 う 。 
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新たな要介護認定における 審査及 び 判定の流れ ( 案 ) 

追加項目・特記事項・ 主治医 
意見 き ・参考指標の 内容から 
状態の改善可能性を 審査 

t 

変 

更   
  
  
  

イん Ⅰ ⅡⅠ ひ 

  
  
  
  し 
  
  
  
  
  
    

一 ; 一次判定結果・ 特電事項、 主治医意見 宰 ・ 

  
i 参考指標 ( 釆 ) イー 「 Ⅰ テミ ナお 去 テや キ ナ キ 

      米 
判定結果の変更を 芦 虚 した場合、 参考 指 

標 ( 要介護度変更 わ 指標等 ) 用いて検証 
  
  
  
  
  
  
  

  一 ・ ， ;  参考指標 ( 釆卜 --, ， 

  

｜   
・ セ " 神村 姑舌 

釆 コンビュー タ を用いた認知機能や 迫 

加 項目の評価結果を 参考指標として 改 
カ Ⅰ 

善 可能性を審査 

要支援Ⅰ 

｜ 
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認定 胡杢 ( 追加部分 ) について ( 案 ) 

新予防給付対象者を 選定するための 認定調査の方法等については ，現在、 研究班 

において検討中であ るが、 現時点での検討内容を 踏まえると、 以下のとおり。 

く   Ⅰの認定調査項目の   記   頃 に記載する内容の 追加 ノ 

「歩行」、 「移動」等の 特記事項への 記載を追加 

く   たに追加する 認定，       査 項目 ノ 

・「日中の生活」 

・「覚出頻度」 

・「家族・居住環境，社会参加の 状況などの変化」 

(1)  認定 謂壷 項目への 道 ぬの視点 

0  新予防給付の 対象者は、 適切な介護予防サービスの 利用により、 状態の改 

善 が期待できる「 廃用 症候群」 ( 生活不活発病 ) の状態であ るため、 生活機能 

の 観点を含めた「改善可能性」を 把握することができる 項目であ ること。 

( 「新予防給付対象者の 選定手法に係る 中間取りまとめ ( 介護予防スクリーニ 

ング手法検討小委員会 ) 」 

0  できる限り簡易に、 「 廃用 症候群」の状態にあ る可能性があ るこれらの対象 

者を抽出することができる 項目であ ること。 

0  現行の認定調査項目と 同棟の項目であ る場合には、 どのような内容を 把握 

するのかを明確にし、 特記事項への 記載を追加すること。 

0  個別のサ ーピス との関連やそのためのアセスメント 項目に該当する 項目で 

はないこと。 

(2)  改善可能性を 把握する項目の 整理 

0  心身の状況については、 現行の認定調査項目からの 変更なし 

0  活動の状況については、 活動の量と活動の 質を調査する 項目を追加 

・活動の量 : 「日中の生活」、 「覚出頻度」を 新たな項目として 追加 

・活動の貫 : 移動の状態、 歩行の状態等を 把握することが 重要であ るため、 

例えば、 現行の認定調査項目の「歩行」、 「移動」の特記事項への 

記載を追加 

0  参加の状況については、 環境因子の影響を 把握するために、 「家族，居住環 

境 、 社会参加の状況などの 変化」を追加 
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要介護認定モデル 事業 ( 第一次 ) について ( 概要 ) ( 案 ) 

]  目的 

要介護認定モデル 事業 ( 第一次 ) は、 平成 ] 8 年 4 月からの要介護認定及 び 要支援 

認定 ( 以下、 「要介護認定等」という。 ) の円滑な導入を 行う観点から、 新予防給付 対 

象 者の選定を試行的に 実施し、 認定調査員、 介護認定審査会委 貰 等の意見等を 整理し 、 

今後の要介護認定等に 係る事務に反映させることにより、 介護保険制度の 円滑な推進 

に 資することを 目的とする。 

撞 " 
対象 調査実施時点において、 「要介護 1 」と認定されている 者を任意に抽出し、 

新予防給付対象者の 選定を以下の 事項に従って 実施 

方法 ・認定調査の 実施 ( 現行の調査項目、 新たに追加された 調査項目 ) 

・主治医意見書 ( 改訂版 ) 記載の依頼及 び 入手 

・介護認定審査会での 審査判定 ( 新予防給付対象者の 選定 ) 

・アンケートの 実施 

3  実施予定市町村 

65 市町村 ( 特別区、 一部事務組合、 広域連合を含む ) ( 別紙 ) 

4  実施期間 

平成 1 7 年 6 月下旬～ 7 月 

5  その他 

全市町村を対象とする「要介護認定モデル 事業 ( 第二次 ) 」については、 本年 

1 1 月を目途として 実施する予定であ る。 
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